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全産業活動指数（2018 年 12 月）  

 ～鉱工業、サービス、建設の３項目全てが前月比で低下し、全産業活動指数は低下～ 
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12月の全産業活動指数は前月比▲0.4％ 

2018年12月の全産業活動指数は前月比▲0.4％と、コンセンサス（同▲0.2％、レンジ：同▲0.3％～

▲0.1％）を下回る結果となった。 

内訳をみると、第３次産業活動指数が前月比▲0.3％（寄与度▲0.21％ポイント）、鉱工業生産指数

が前月比▲0.1％（寄与度▲0.02％ポイント）、建設業活動指数が前月比▲2.1％（寄与度▲0.12％ポ

イント）といずれの項目もマイナスに寄与した。鉱工業生産は、生産用機械や電子部品・デバイスが

弱かったことを主因として、建設業活動指数については、公共・土木がマイナスに寄与したことを主

因として、それぞれマイナスとなった。全産業活動指数は２ヶ月連続で前月比マイナスとなったが、

10月に大きく上昇したことを考慮すると、下落基調に転じたと言えるほどの弱さは感じられず、10-12

月期は７-９月期を前期比＋1.0％ポイント上回っており、均してみると緩やかな回復基調での推移が

続いていると考えられる。 

 

○ 第３次産業活動指数は前月比▲0.3％ 

12月の第３次産業活動指数は前月比▲0.3％となった。12月にプラス寄与となったのは、電気・ガ

ス・熱供給・水道業（前月比＋3.8％、前月比寄与度＋0.10％ポイント）や小売業（同＋0.9％、同寄

与度＋0.09％ポイント）など４業種であった。一方で、マイナスに寄与したのは、生活娯楽関連サー

ビス業（前月比▲1.2％、前月比寄与度▲0.13％ポイント）及び卸売業（同▲0.9％、同寄与度▲

0.13％ポイント）、事業者向け関連サービス（前月比▲1.6％、前月比寄与度▲0.13％ポイント）など

（単位：％）

全産業活動指数

前期比 前年比 前期比 前年比 前期比 前年比 前期比 前年比
18 1 -1.1 1.8 -0.4 1.4 -4.5 2.9 0.3 2.2

2 0.4 1.1 0.1 1.0 2.0 1.6 -0.4 1.5
3 -0.1 1.1 -0.4 0.8 1.4 2.4 -1.5 0.8
4 1.0 1.4 1.0 1.2 0.5 2.6 2.2 -0.7
5 0.2 1.7 0.3 1.3 -0.2 4.2 0.6 -2.8
6 -0.9 0.1 -0.6 0.7 -1.8 -0.9 -2.5 -3.0
7 -0.1 0.9 0.0 0.9 -0.2 2.2 -1.0 -3.7
8 0.4 0.9 0.4 1.2 0.2 0.2 0.5 -2.6
9 -1.1 -1.2 -1.3 -0.8 -0.4 -2.6 -0.7 -2.7

10 2.2 2.5 2.2 2.5 2.9 4.2 -1.4 -3.7
11 -0.5 1.1 -0.4 1.3 -1.0 2.2 1.1 -3.0
12 -0.4 -0.3 -0.3 0.4 -0.1 -1.0 -2.1 -5.2

（出所）経済産業省「全産業活動指数」
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の６業種であった。低調な忘年会需要を受けて飲食店,飲食サービス業が下落したことを主因に、生活

娯楽関連サービスは前月比マイナスとなった。また、電子部品や企業の設備投資関連商品の取引量減

少により、機械器具卸売業を中心に、卸売業が前月比マイナスとなり、第３次産業活動指数を押し下

げた。第３次産業活動指数は２ヶ月で前月比マイナス推移となったが、10-12月期は７-９月期を前期

比＋1.0％ポイント上回っており、自然災害による悪影響が剥落する中で、均してみれば緩やかな回復

基調で推移しているとの判断で問題ないだろう。 

 

○ 先行きは第３次産業活動の回復を中心に緩やかに回復する見込み 

全産業活動指数は、先行きについては緩やかに回復する見込みだ。第３次産業活動指数については、

雇用・所得環境が改善基調にあることから、消費関連の回復を中心に全体として回復基調が続くだろ

う。鉱工業生産指数は、企業部門を中心とした設備投資需要は今後も堅調に推移することが見込まれ

るものの、海外景気の減速に伴い輸出の伸びの鈍化が予想されるため、今後の海外景気動向を注視す

る必要がある。建設業活動指数については、消費増税前の駆け込みが意識され始めることにより、民

間・建築住宅部門を中心に徐々に持ち直しの動きがみられるだろう。総じて、全産業活動指数は、第

３次産業活動指数を中心に緩やかに回復するだろう。 
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2010年＝100 全産業活動指数（季調値）

（出所）経済産業省「全産業活動指数」
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全産業活動指数前年比寄与度分解（％）

（出所）経済産業省「全産業活動指数」
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（出所）経済産業省「第３次産業活動指数」
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